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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第106期

第２四半期累計期間
第107期

第２四半期累計期間
第106期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 57,067 47,275 111,028

経常利益 (百万円) 1,445 754 2,276

四半期(当期)純利益 (百万円) 889 526 1,519

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 3,443 3,443 3,443

発行済株式総数 (株) 28,678,486 28,678,486 28,678,486

純資産額 (百万円) 20,214 20,770 20,385

総資産額 (百万円) 43,192 41,137 45,930

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 33.13 19.62 56.59

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 7.00 7.00 15.00

自己資本比率 (％) 46.8 50.5 44.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,786 290 △1,404

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △25 △625 △1,642

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △259 △276 151

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 6,022 5,552 6,179
 

 

回次
第106期

第２四半期会計期間
第107期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 14.45 16.04
 

 
（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ２．持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準及び利益剰余金基準から見て重要性がないため、

 記載を省略しております。

 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載して

 おりません。

 ４．１株当たり四半期(当期)純利益金額の算定において、株式付与ESOP信託が保有する当社株式 (611,000株）

 及び役員報酬BIP信託が保有する当社株式（259,000株）を自己株式として処理していることから、期中平

 均株式数の計算において当該株式数を控除しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容について、重要な変更はありま

せん。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（１）業績の状況

当第２四半期累計期間における我が国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融政策により、緩やかな景気回復

基調で推移しているものの、円高の進行により企業業績の改善が鈍化し、また、海外においては、中国をはじめと

する新興国や資源国の景気減速、英国の欧州連合（EU）からの離脱決定等、依然として先行き不透明な状況となっ

ております。

このようななか、当社の当第２四半期累計期間の成約高は、前年同四半期に比べ78億50百万円減少の454億66百万

円（前年同四半期比14.7%減）となりました。

当第２四半期累計期間の売上高につきましては、前年同四半期に比べ97億92百万円減少の472億75百万円（前年同

四半期比17.2%減）となりました。

売上総利益は30億６百万円（前年同四半期比４億72百万円減、13.6%減）、営業利益６億27百万円（前年同四半期

比６億57百万円減、51.2%減）、経常利益７億54百万円（前年同四半期比６億90百万円減、47.8%減）、四半期純利

益５億26百万円（前年同四半期比３億62百万円減、40.8%減）となりました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。　

(電力関連部門)

売上高は257億34百万円と前年同四半期に比べ47億11百万円の減少となっております。また、成約高は255億58百万

円(前年同四半期比４億32百万円減)、成約残高は373億79百万円(前年同四半期比26億78百万円減)となりました。

(化学機械関連部門)

売上高は80億85百万円と前年同四半期に比べ15億93百万円の減少となっております。また、成約高は94億12百万円

(前年同四半期比４億50百万円減)、成約残高は194億25百万円(前年同四半期比28億67百万円増)となりました。

(電子精機関連部門)

売上高は75億61百万円と前年同四半期に比べ44億11百万円の減少となっております。また、成約高は56億60百万円

(前年同四半期比68億27百万円減)、成約残高は16億８百万円(前年同四半期比18億91百万円減)となりました。　

(環境関連部門)

売上高は58億24百万円と前年同四半期に比べ９億22百万円の増加となっております。また、成約高は47億65百万円

(前年同四半期比１億40百万円減)、成約残高は92億63百万円(前年同四半期比20億58百万円増)となりました。　

(その他)

売上高は69百万円と前年同四半期に比べ１百万円の増加となっております。また、成約高は69百万円(前年同四半期

比１百万円増)となりました。
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　（２）財政状態の分析

（イ）資産の部

当第２四半期会計期間末における総資産は、411億37百万円となり、前事業年度末と比較して47億93百万円の減少

となりました。主な要因として、売上債権や有価証券、商品の減少等により流動資産が62億22百万円減少したこと

によるものであります。

 

（ロ）負債の部

当第２四半期会計期間末における負債合計は203億66百万円となり、前事業年度末と比較して51億78百万円の減少

となりました。この主な要因は、仕入債務の減少等により流動負債が52億64百万円減少したことによるものであり

ます。

 

（ハ）純資産の部

当第２四半期会計期間末における純資産合計は207億70百万円となり、前事業年度末と比較して３億84百万円の増

加となりました。この結果自己資本比率は50.5%となりました。

 

 （３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前年同四半期末に比べ４億70百

万円減少し、55億52百万円となりました。

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果、増加した資金は２億90百万円となりました。主な資金の増加要因としては、売上債権の減少額

38億34百万円、商品の減少額10億11百万円であり、主な資金の減少要因としては、仕入債務の減少額48億17百万

円、法人税等の支払額４億30百万円であります。

 

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果、減少した資金は６億25百万円となりました。収入の主な内訳は、有価証券の売却及び償還によ

る収入12億円、投資有価証券の売却及び償還による収入１億98百万円であり、支出の主な内訳は、有形固定資産の

取得による支出９億54百万円、投資有価証券の取得による支出５億３百万円であります。

 

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果、減少した資金は２億76百万円であります。これは主に配当金の支払によるものであります。

 

EDINET提出書類

東京産業株式会社(E02527)

四半期報告書

 5/21



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,678,486 28,678,486
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
100株であります。

計 28,678,486 28,678,486 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成28年９月30日 ― 28,678 ― 3,443 ― 2,655
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(6) 【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱日立パワーシステムズ株式
会社

神奈川県横浜市西区みなとみらい３丁目３
番１号

3,913 13.64

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３番１号 3,849 13.42

CGML 　PB 　CLIENT 　ACCOUNT/
COLLATERAL（常任代理人 シティ
バンク銀行株式会社）

CITIGROUP CENTRE, CANADA SQUARE, CANARY
WHARF, LONDON E14 5LB
(東京都新宿区新宿６丁目27番30号)

2,260 7.88

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,814 6.32

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 1,026 3.57

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（株式付与ESOP信託
口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 611 2.13

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE
PORTFOLIO（常任代理人　シティ
バンク銀行株式会社）

388 GREENWICH STREET,NY,NY 10013, USA
(東京都新宿区新宿６丁目27番30号)

540 1.88

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 500 1.74

三菱化工機株式会社 神奈川県川崎市川崎区大川町２番１号 480 1.67

株式会社東京エネシス 東京都中央区日本橋茅場町１丁目３番１号 461 1.60

計 ― 15,456 53.89
 

(注) １．上記のほか当社所有の自己株式957,344株があります。

　　 ２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口）の所有株式611,000株は、株式付与ESOP

信託の制度導入に伴う当社株式であります。

　　 ３．平成27年10月30日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、シンプレクス・

アセット・マネジメント株式会社が平成27年10月23日現在で以下の株式を所有している旨が記載されている

ものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大

株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

シンプレクス・アセッ
ト・マネジメント株式会
社

東京都千代田区丸の内一丁目５番１号 4,297 14.98
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   957,300

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 27,671,300 276,713 同上

単元未満株式 普通株式    49,886 ― 同上

発行済株式総数      28,678,486 ― ―

総株主の議決権 ― 276,713 ―
 

（注）１．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式44株、および証券保管振替機構名義株式78株

 が含まれております。

　　　２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託

　　口）が保有する当社株式611,000株（議決権の数6,110個）、同社（役員報酬BIP信託口）が保有する当社

　　株式259,000株（議決権の数2,590個）及び証券保管振替機構名義株式400株（議決権の数４個）が含まれ

　　ております。

 

② 【自己株式等】

  平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東京産業株式会社

東京都千代田区
大手町二丁目２番１号

957,300 ― 957,300 3.33

計 ― 957,300 ― 957,300 3.33
 

（注）日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口）が保有する当社株式611,000株、同社（役員報

酬BIP信託口）が保有する当社株式259,000株は、上記自己株式には含めておりません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成28年７月１日から平成28年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,569 5,442

  受取手形及び売掛金 24,410 20,576

  有価証券 3,099 1,899

  商品 1,215 204

  前渡金 241 231

  その他 446 407

  貸倒引当金 △14 △14

  流動資産合計 34,970 28,747

 固定資産   

  有形固定資産 3,474 4,263

  無形固定資産 218 211

  投資その他の資産   

   投資有価証券 4,790 5,289

   その他 2,485 2,634

   貸倒引当金 △8 △8

   投資その他の資産合計 7,267 7,915

  固定資産合計 10,960 12,389

 資産合計 45,930 41,137

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 9,149 8,072

  受託販売未払金 11,228 7,508

  短期借入金 1,570 1,565

  未払法人税等 441 191

  前受金 467 392

  引当金 359 319

  その他 667 568

  流動負債合計 23,882 18,617

 固定負債   

  引当金 110 108

  その他 1,551 1,640

  固定負債合計 1,661 1,748

 負債合計 25,544 20,366
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,443 3,443

  資本剰余金 2,821 2,821

  利益剰余金 13,885 14,190

  自己株式 △705 △705

  株主資本合計 19,445 19,750

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 965 1,088

  繰延ヘッジ損益 △61 △104

  土地再評価差額金 36 36

  評価・換算差額等合計 940 1,020

 純資産合計 20,385 20,770

負債純資産合計 45,930 41,137
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 57,067 47,275

売上原価 53,588 44,268

売上総利益 3,479 3,006

割賦販売未実現利益戻入額 1 2

差引売上総利益 3,481 3,009

販売費及び一般管理費 ※  2,196 ※  2,382

営業利益 1,284 627

営業外収益   

 受取利息 12 8

 受取配当金 143 126

 その他 46 36

 営業外収益合計 201 171

営業外費用   

 支払利息 9 24

 為替差損 28 18

 その他 3 1

 営業外費用合計 41 44

経常利益 1,445 754

特別利益   

 固定資産売却益 5 -

 投資有価証券売却益 0 18

 その他 0 -

 特別利益合計 6 18

特別損失   

 固定資産処分損 0 1

 関係会社株式評価損 61 -

 ゴルフ会員権評価損 8 -

 その他 1 0

 特別損失合計 71 2

税引前四半期純利益 1,380 770

法人税、住民税及び事業税 431 191

法人税等調整額 59 51

法人税等合計 490 243

四半期純利益 889 526
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 1,380 770

 減価償却費 157 179

 投資有価証券売却損益（△は益） △0 △18

 関係会社株式評価損 61 -

 有形固定資産売却損益（△は益） △5 -

 有形固定資産処分損益（△は益） △0 1

 ゴルフ会員権評価損 8 -

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △33 △0

 賞与引当金の増減額（△は減少） 19 10

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △40 △50

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2 -

 受取利息及び受取配当金 △156 △135

 支払利息 9 24

 売上債権の増減額（△は増加） △3,387 3,834

 たな卸資産の増減額（△は増加） △612 1,011

 前渡金の増減額（△は増加） △34 10

 前払年金費用の増減額（△は増加） △173 △131

 リース投資資産の増減額（△は増加） 0 0

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,244 △4,817

 前受金の増減額（△は減少） △922 △74

 未払又は未収消費税等の増減額 △198 7

 その他 △5 △12

 小計 △2,690 612

 利息及び配当金の受取額 156 133

 利息の支払額 △9 △24

 法人税等の支払額 △242 △430

 営業活動によるキャッシュ・フロー △2,786 290

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の取得による支出 △700 △500

 有価証券の売却及び償還による収入 600 1,200

 有形固定資産の取得による支出 △352 △954

 有形固定資産の売却による収入 24 11

 無形固定資産の取得による支出 △1 △40

 関係会社株式の取得による支出 - △20

 投資有価証券の取得による支出 △100 △503

 投資有価証券の売却及び償還による収入 2 198

 関係会社貸付けによる支出 - △16

 従業員に対する長期貸付金の回収による収入 0 0

 信託受益権の償還による収入 500 -

 投資活動によるキャッシュ・フロー △25 △625
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           (単位：百万円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 860 860

 短期借入金の返済による支出 △860 △860

 長期借入金の返済による支出 △5 △5

 リース債務の返済による支出 △34 △49

 自己株式の取得による支出 △134 △0

 自己株式の処分による収入 133 -

 配当金の支払額 △219 △221

 財務活動によるキャッシュ・フロー △259 △276

現金及び現金同等物に係る換算差額 △37 △16

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,109 △627

現金及び現金同等物の期首残高 9,132 6,179

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  6,022 ※  5,552
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期会計期間から適用しております。

 
 
（株式付与ESOP信託に係る取引について）

当社は、当社従業員への福利厚生を目的として、従業員インセンティブ・プラン「株式付与ESOP信託」(以下、

「本信託」という。)を導入しております。

(１)取引の概要

当社が、従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出することにより

信託を設定いたします。本信託は、予め定める株式交付規定に基づき従業員に交付すると見込まれる数の当社

株式を、当社からの第三者割当により取得いたします。

　その後本信託は、株式交付規定に従い、信託期間中の従業員の職務等級及び会社業績等に応じた当社株式を

在職時に従業員に交付いたします。本信託により取得する当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、従

業員の負担はありません。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）を適用しております。

 
(２)信託に残存する自社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己

株式として計上しており、前事業年度末における帳簿価額は289百万円、株式数は611,000株、当第２四半期会

計期間末における帳簿価額は289百万円、株式数は611,000株であります。

 
 
（役員報酬BIP信託に係る取引について）

当社は、取締役(社外取締役を除く。)並びに、当社と委任契約を締結している執行役員及び同等の地位を有

する者（以下、「取締役等」という。)を対象に、当社の中長期的な業績向上と企業価値増大への貢献意欲を高

めることを目的として、「役員報酬BIP信託」(以下、「本信託」という。)を導入しております。

(１)取引の概要

当社が、取締役等のうち一定の受益者要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出するこ

とにより信託を設定いたします。本信託は、予め定める株式交付規定に基づき、取締役等に交付すると見込ま

れる数の当社株式を、当社からの第三者割当により取得いたします。

その後本信託は、株式交付規定に従い、一定の受益者要件を満たす取締役等に対して、毎事業年度における

業績指標等に応じて決定される株数の当社株式を退任時に交付いたします。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じております。

 
(２)信託に残存する自社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己

株式として計上しており、前事業年度末における帳簿価額は133百万円、株式数は259,000株、当第２四半期会

計期間末における帳簿価額は133百万円、株式数は259,000株であります。
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(四半期損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

従業員給料手当 703百万円 746百万円

退職給付費用 △10百万円 38百万円

賞与引当金繰入額 311百万円 319百万円

貸倒引当金繰入額 △33百万円 △0百万円
 

 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

 
前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

現金及び預金 4,312百万円 5,442百万円

有価証券勘定   

　債権信託受益権 1,799百万円 199百万円

計 6,112百万円 5,642百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △90百万円 △90百万円

現金及び現金同等物 6,022百万円 5,552百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 219 8.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

（注）平成27年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式付与ESOP信託口が保有する自社の株式に対

する配当金４百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

なるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 194 7.00 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金
 

（注）平成27年10月30日取締役会決議による配当金の総額には、株式付与ESOP信託口が保有する自社の株式に対する

　　　　配当金４百万円、及び役員報酬BIP信託口が保有する自社の株式に対する配当金１百万円が含まれておりま

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

当第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 221 8.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

（注）平成28年６月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式付与ESOP信託口が保有する自社の株式に対

する配当金４百万円、及び役員報酬BIP信託口が保有する自社の株式に対する配当金２百万円が含まれておりま

す。

 
２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

なるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月31日
取締役会

普通株式 194 7.00 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金
 

（注）平成28年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、株式付与ESOP信託口が保有する自社の株式に対する

　　　　配当金４百万円、及び役員報酬BIP信託口が保有する自社の株式に対する配当金１百万円が含まれておりま

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

(持分法損益等)

当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であ

るため、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

  【セグメント情報】

  I 前第２四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 

 

報告セグメント
その他
(注)

合計

 
電　　力
関連部門

化学機械
関連部門

電子精機
関連部門

環　　境
関連部門

計

 売上高        

   外部顧客への売上高 30,446 9,679 11,972 4,901 56,999 67 57,067

 
  セグメント間の内部売上高

  又は振替高
- - - - - - -

 計 30,446 9,679 11,972 4,901 56,999 67 57,067

 セグメント利益 305 177 757 17 1,257 27 1,284
 

　　　(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸部門であります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容(差異調整に関する事項)

　(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,257

「その他」の区分の利益 27

四半期損益計算書の営業利益 1,284
 

 

  Ⅱ 当第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 

 

報告セグメント
その他
(注)

合計

 
電　　力
関連部門

化学機械
関連部門

電子精機
関連部門

環　　境
関連部門

計

 売上高        

   外部顧客への売上高 25,734 8,085 7,561 5,824 47,205 69 47,275

 
  セグメント間の内部売上高

  又は振替高
- - - - - - -

 計 25,734 8,085 7,561 5,824 47,205 69 47,275

 セグメント利益 387 55 138 8 590 37 627
 

　　　(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸部門であります。
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容(差異調整に関する事項)

　(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 590

「その他」の区分の利益 37

四半期損益計算書の営業利益 627
 

 

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

　 １株当たり四半期純利益金額 33円13銭 19円62銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(百万円) 889 526

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 889 526

   普通株式の期中平均株式数(株) 26,851,910 26,851,195
 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

 ん。

 ２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益

 金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

(前第２四半期累計期間)

 ・株式付与ESOP信託が保有する自己株式

　 期中平均の自己株式数　611,000株

 ・役員報酬BIP信託が保有する自己株式

　 期中平均の自己株式数　 37,000株

(当第２四半期累計期間)

 ・株式付与ESOP信託が保有する自己株式

　 期中平均の自己株式数　611,000株

 ・役員報酬BIP信託が保有する自己株式

　 期中平均の自己株式数　259,000株
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２ 【その他】

第107期(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)中間配当については、平成28年10月31日開催の取締役会に

おいて、平成28年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

①配当金の総額   　　　　　　　　　　　　　　　 194百万円

　②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　 7.00円

　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成28年12月５日

 

 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成28年11月10日

東京産業株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　金　　子　　能　　周　　㊞
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　芦   川   　　　弘　　㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京産業株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第107期事業年度の第２四半期会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、東京産業株式会社の平成28年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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